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502. 自治体における民鶴サポート製犠藤づくり教室の帯

効性に関する研究1，."，.参加継続審の盤機費抑制、体力

の向上効果を中心として~

。揺間後奈子i、坂戸洋子1、難波秀行1、久野鰭i江2

eつくばウエルネスリサーチ、 2筑波大学大学院人間総合

科学研究科)

r待紫と日 tJ~l 潟齢社会が魚、激に進行する設が溺において，
関上立法議費や介護費の増加は，露大な社会的問題となって

いる。平成20年度からの援療総度改革においては，生活習

慣捕の予!坊が明確に訴さ:tl，自治枠や企梁においてメタボ

lJツクシン F'lゴ…ム予防や様様づくりを践的とした事業が

進められつつある。運動教室実施による医療費抑制に~還す
る先行研究では，筑波燥大洋村{現，鉾am)において， ト

レーニング実総群は非:jf総群に比較して際線d資詩句~lえられ
たという報告がある{神山ら2004)。このような背殺から，

自治体における中高年者の懲縫づくりを目的とした運動数

議において，参加者の体力などの健康に関わるず}タのみ

ならず，医療費抑制銭楽を縫認することは重要なことと考

えられる。そこで本研究では，中高年者を対象に民間企業

がサポートする自治体主熊の縫康づくり運動教室における

参加者の医療費抑制および体力向ヒに隠する宥効性を検討

した。[方法i対象者は，株式会社つくばウエ.)レネスリサー

チ(以下 TWR) がサボ…トしている新潟県晃~11市の運動教
祭に平成15年に参加者した228名のうち，平成15年から平

成18年を含む4年間，箆民{建廉探検に加入していた145名(男

性45名，女'投10名， 'F均年齢70.2議)であった。また，比

較対照群として，本研究と閉じWH替に41f~際綾緩して樹氏
鍵康保検に加入していた者で，運動教窯に参加しなかった

435名(男性135名，女性300名，平均年齢70.4歳)を総出し，
i荷群における4年間の…人当たりの年間総援練費を調殺し

たり体力評錨については，上述の医療費データがある者の

うち，遂動開始時点、の平成15年から平成18年までの4年間

について毎年，文部科学省新体力テスト (65議以上)を実

施した36名(男性16名，女性20名)を対象としたG 運動教

室に対してすWRがサポートした内容は主「鑓別運動・栄

養プログラム徒数システムの1ß~絵JF儲別プログラム指導
者の背成J f;事業推進コン;J')レディングおよび事業評錨J

の3点であった。[結巣および考察}一人当たりの年務総監

擦費は，運動開始年において遂動fI手291， 312 fL1，対照群

272，904円でありほぼ鍔鎮であったα 開始2年目.3年自と

長期になるほと"， r時群の還が徐々に拡大したが宥窓な蓬は

認められなかった。ところが， 4年留においては，運動若手

356.815P1.対然群425，485月となち，関若手践に審議な援が

認められた〈雨群の笈:68，670円九挺療費は一段的に方自

給とともに上昇していくことが知られているが，長綴関に

渡り i芝動を継続することによ句， I玄療費が抑制される可能

性が示された。また，新体力テストの総合結巣から判定さ

れる体力年齢は，教室参加初年に比較して2年ef，3年自に

は若慈;に港返っており， 4:;:手島においてもその体力レベル

を維持していた。{まとめ}本研究の選動教援に継続的に

参加した者において，どぎ療費抑制効梁，体力のJal上・維持

していたことから，民間サボ)ト2援態燦づくち教2授の者効

性が示された世
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